
(5) 計画期間中に発現した効果を持続させていく取組の推進 
勧  告 説明図表番号 

ア 計画期間終了後の効果測定の実施状況 

計画期間終了後も計画で発現した効果が持続しているか把握するため

に設定した指標の値の推移を継続的に測定（以下「継続的な効果測定」と

いう。）しているか調査したところ、継続的な効果測定を実施しているも

のは 291計画中 71計画（24.4％）、実施していないものは 99計画（34.0％）

であった。このほか、都市再生整備計画において、評価を確定させるため

に計画期間終了後に効果測定を実施していると回答があったものが 121

計画（41.6％）あった。 

継続的な効果測定を実施している主な理由は次のとおりであった。 

① 同様の目的を有する次期計画を実施中であり、当該次期計画の中間評

価・事後評価を行うことが前計画の継続的な効果測定になっているとす

るもの（44計画） 

② 引き続き市街地活性化に取り組んでいくために必要な情報であると

するもの（2計画） 

③ 事後評価の際に 1回だけ測定するのみであれば、そこで認められた効

果が一時的なものか検証できないためとするもの（2計画） 

④ その他、市の総合計画の指標として継続的に把握している、今後の参

考となる可能性もあるため各年のデータを把握しているとするもの等

（23計画） 

一方、継続的な効果測定を実施していない主な理由は次のとおりであっ

た。 

① 事後評価を実施した際に各指標の目標値を上回る結果が得られたこ

とから、継続的に効果測定する必要性を感じなかったなどとするもの（9

計画） 

② 継続的な効果測定について、国のマニュアル等で実施や報告が求めら

れていないとするもの（8計画） 

③ 計画期間終了後も継続的に効果を測定していきたいが、近い時期に事

業を実施する予定がなければ、継続的な効果測定に係る所要の予算配賦

について財政当局の理解が得られない、継続的な効果測定に取り組む時

間がないなど、コスト・事務負担に関するもの（6計画） 

④ ハード整備事業の効果について、どの時点で効果測定・評価を行うか、

単年度の実績で評価を行うか、複数年度の実績で評価を行うかなど、実

施時期、手順等が国のマニュアル等で明確になっていないとするもの（1

計画） 

⑤ 継続的な効果測定を実施していない理由は不明とするもの（42計画） 

⑥ その他、次期計画に基づき新しい事業が展開されていることから行っ
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ていない、継続して推移を把握していくような指標ではないとするもの

等（33 計画） 

 

イ 一定期間経過後の施設利用者数等 

今回調査対象とした計画以前に公費を投入し整備されたものも含めて

複合施設等の利用者数の推移等を調査したところ、一定期間経過後に施設

利用者数が大幅に減少しているものが 3事例みられた。 

これらの市では、いずれも施設利用者数等の効果の発現状況を継続的に

把握し、その結果を踏まえて対策を講ずることにより、利用者数の減少に

歯止めをかける努力をしており、中には一時的に利用者数の減少がみられ

た商業施設について、市が対策を講じた後に、利用者数が増加している例

もみられた。 

 

ウ 関係府省の対応等 

内閣府及び国土交通省は、地方公共団体に対し継続的な効果測定を行う

ことの重要性や、データの把握時期、把握した結果どうすべきかなど具体

的な手順等を示していない。 

なお、国土交通省は、事業完了後から継続的に中長期にわたり得られる

効果（ストック効果）に着目した情報収集をし、研修等を活用して地方公

共団体に情報提供を行っている。収集した事例の中には、平成 20 年度ま

でに整備した事業の効果を継続的に測定し、新たな課題（観光客数の維持、

向上等）に対応するため、新たな都市再生整備計画を作成・実施している

例など、継続的な効果測定の取組もみられる。また、平成 28 年度におい

てもストック効果に関する情報収集を行うとしている。 

 

【所見】 

したがって、内閣府及び国土交通省は、継続的な効果測定やその結果を踏

まえた対策の実施等、計画期間中に発現した効果を持続させていく取組を推

進するため、次の措置を講ずる必要がある。 

地方公共団体に対し、計画期間終了後も効果を持続させていくことの重要

性を示すとともに、継続的な効果測定の実施状況、計画期間終了後の対策や

効果が持続している事例等、計画で発現した効果を持続させるための取組を

収集・分析し、地方公共団体の参考となる取組事例等を紹介するなど、情報

提供の充実に努めること。 
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表 2-(5)-① 計画期間終了後の継続的な効果測定の実施状況        

(単位：計画、％) 

区 分 地域再生計画
都市再生整備 

計画 

中心市街地活

性化基本計画
計 

実施しているもの 13

（17.1）

18

（10.5）

40

（90.9）

71

（24.4）

 うち次期計画等で

実施 
4 7 33 44

未実施のもの 63

（82.9）

32

（18.7）

4

（9.1）

99

（34.0）

確定値を測定するた

めに実施(注 2) 
― 

121

（70.8）
― 

121

（41.6）

合 計 
76

（100）

171

（100）

44

（100）

291

（100）

（注）1 当省の調査結果による。 

2 都市再生整備計画については、数値目標の達成状況の検証に見込みの値を用いた場合や、数値目標が達

成できなかったために改善策を実施した場合に、適切な時期（原則、交付終了の翌年度）に改めて達成

状況を確認し、評価を確定させるためのフォローアップを実施することとされている。しかし、当該フ

ォローアップは、把握できなかったデータを捕捉する性格のものであり、計画で発現した効果が持続し

ているか把握するために測定するものとは異なる。 

3 （ ）内は割合を示す。 

 

表 2-(5)-② 計画期間終了後の継続的な効果測定を実施している主な理由 

区 分 主 な 理 由 件数

同様の目的を有する

次期計画において取

り組んでいるため 

・ 次期計画において、前計画と同じ指標を設定し、計画実

施による効果を把握することとしているため。 

・ 現在実施中の計画において、開始から 3年経過後にモニ

タリングを実施する予定であり、このモニタリングが前計

画のフォローアップも兼ねることになる。 

44

次期計画はないが、

引き続き市街地活性

化に取り組んでいく

ために必要な情報で

あるため 

・ 本計画の終了後、次期計画等を作成する予定はないが、

市民アンケートの調査結果や協議会の意見を踏まえると

ともに、これまで培ったソフト事業の継続や港湾エリアの

再開発、商業施設跡地の再活用等、官民協働により引き続

き市街地活性化に取り組んでいくため。 

・ 本計画の終了後、市独自の「中心市街地まちづくり推進

プラン」を実施しているため。 

2

事後評価において把

握した数値が一時的

なものなのか検証す

るため 

・ 今後取り組むべき課題等の内容については事後評価・フ

ォローアップ時と変わっておらず、活性化度合いを測る物

差しになるものと考えている。事後評価が正しかったのか

ということを確認する意味が大きい。 

・ 事後評価において把握した数値が一時的なものなのか検

証することが望ましいと判断した。 

2
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その他 ・ 市の総合計画の指標として継続的に把握している。 

・ 本計画で設定した指標については、今後の参考となる可

能性もあるため、計画期間終了後も各年のデータを把握し

ている。 

・ フォローアップ評価という形では行っていないが、必要

があれば対策を講ずるため、施設の利用状況は随時把握し

ている。 

23

（注）当省の調査結果による。 

 

 

表 2-(5)-③ 計画期間終了後の継続的な効果測定をしていない主な理由 

区 分 主 な 理 由 件数

事後評価を実施し

た際に各指標の目

標値を上回る結果

が得られたため 

・ 事後評価において目標値を上回る結果を得ることができ、

フォローアップの必要性がなかったため。 

・ 計画期間内に事業も完了しており、計画に記載した目標は

達成しているため。 

9

国のマニュアル等

で実施や報告が求

められていないた

め 

・ 事後評価後のフォローアップについて、国のマニュアル等

で実施することが定められていないため。 

・ 国のマニュアルで計画期間終了後における効果測定結果の

報告等が求められていないため。 

8

コスト・事務負担

に関するもの 

・ 計画期間終了後も継続的に効果を測定していきたいが、近

い時期に事業を実施する予定がなければ、そのような取組に

係る所要の予算配賦について財政当局の理解が得られない。 

・ 新たに事業を実施していることから、過去の事業のフォロ

ーアップに割く時間がないため。 

・ 業務多忙のため、実施に至っていない。 

6

実施時期、手順等

が国のマニュアル

等で明確になって

いないため 

・ ハード整備事業の効果について、どの時点で効果測定・評

価を行うか、単年度の実績で評価を行うか、複数年度の実績

で評価を行うかなど、実施時期、手順等がマニュアル等で明

確になっていないため。 

1

不明 ・ 継続的に効果測定を行っていない理由は不明である。 42

その他 ・ 計画期間終了後のフォローアップは可能であるが、事業が

終了してから相当期間経過した後の数値は本事業の効果かど

うかの判断が難しいこと、次期計画に基づき新しい事業が展

開されていることから行っていない。 

・ 設定した指標は継続して把握していくような指標ではない

ため。 

33

（注）当省の調査結果による。 
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表 2-(5)-④ 施設を整備したものの、一定期間経過後に施設利用者数が大幅に減少し

ている例 

1 事例の内容 市街地再開発により、今回調査対象とした中心市街地活性化基本計画の

計画区域内に中心市街地の集客拠点として飲食店や市立図書館等の複合

施設が平成 13 年 1 月に整備されている。 

当該複合施設の来館者数を調査したところ、下表のとおり、平成 19 年

度には 619 万人に達していたものの、25 年度には 433 万人まで減少して

いる。 
 

表 来館者数の推移                    

（単位：人）

区分 平成13年度 16 年度 19 年度 22 年度 25 年度 

来館者数 4,998,782 5,941,422 6,190,584 5,156,102 4,334,227

 

なお、当該市では、当該複合施設は中心市街地活性化の核的施設である

ことから、当該施設の公的施設部分の利用率・利便性の向上、空き区画の

積極的な活用などの支援策を講ずることにより、集客力向上を図ることと

している。 

2 計画区分 中心市街地活性化基本計画 

計画期間 平成 19 年 5 月 1日～24 年 3 月 31 日 

目標（指標）

の達成状況 

指標 基準値 目標値 評価値 達成状況

寺院境内の歩行者・自転車通行

量（人） 
8,552 10,000 10,310 ○ 

中心市街地（15 地点）の歩行

者・自転車通行量（人） 
263,903 320,000 226,105 × 

中心市街地（36 町丁字）の居住

人口（人） 
9,660 10,900 9,817 × 

複合施設及び生涯学習センタ

ーの年間利用者数（人） 
300,726 368,000 454,399 ○ 

事例の内容 当該市では、新しい魅力拠点の創出と市民も訪れることができる生活創

造拠点の整備を目的として、地域に多く残る古い蔵や古民家等を活用し、

市、商店街、地元企業等の出資により設立されたまちづくり会社が、平成

17 年 11 月に商業施設を整備しており、当該施設の運営事業を当該計画に

位置付けている。 

当該商業施設の利用者数を調査したところ、下表のとおり、平成 19 年

度には 18 万人に達していたが 23 年度には 14 万人まで減少している。 

このことについて、当該市では、ⅰ）平成 19 年度は開業から約 2 年し

か経っておらず、「オープン効果」のプラス影響が続いていたこと、ⅱ）

20 年度から店舗の入れ替わりが始まり、土産や飲食の物販店舗以外の業

態の出店や一部空き店舗が出たことが原因であるとしている。 
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平成 22 年度以降の利用者数をみると、下表のとおり、約 14 万人前後で

推移しており、運営主体であるまちづくり会社では、店舗の入れ替わりに

際しては、飲食店が入居していたところには飲食店を入居させるといった

ように集客物販につながる店舗を維持することにより、利用者数の安定を

図っているとしている。 

なお、当該市は、利用者数を維持させるために、当該商業施設への運営

費補助や当該施設を会場としたイベントの開催などを実施しているとし

ている。 
 

表 施設利用者数の推移 

                  （単位：人）

区分 平成 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 

利用者数 182,181 159,771 205,142 135,508

区分 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

利用者数 140,715 135,963 137,218 138,593

（注）当該市では、平成 21 年度における利用者数の増加は、特殊要因であるとしている。

3 計画区分 都市再生整備計画 

計画期間 平成 20 年 4 月 1日～25 年 3 月 31 日 

目標（指標）

の達成状況 

指標 基準値 目標値 評価値 達成状況

観光入込客数（人/年） 532,000 542,000 643,837 ○ 
道の駅観光施設利用者数（人/

年） 
39,800 40,800 223,901 ○ 

公園パークゴルフ場利用者数

（人/年） 
3,500 3,800 5,300 ○ 

事例の内容 当該計画では、道の駅の建物の陰となっている水族館を土産物店に隣接

する位置に移転し、著名な水族館プロデューサーの知見を活用し世界初の

水槽の新設等の改修を行った。その結果、利用者数が大幅に増加している。

しかしながら、下表のとおり、施設改修前と比べると依然として高い効

果が発現しているものの、平成 26 年度には 25 年度と比べ約 9 万 5,000

人（約 3 割）減少となっている。 

また、平成 25 年度から 27 年度までの各年度 4月から 11 月までの利用

者数をみると、27 年度には 25 年度と比べ約半減となっている。 
 

表 施設利用者数の推移 

                （単位：人、％）

区分 改修前 平成 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

利用者数 39,800 194,199 286,355 191,306 129,930

 4月～11月 ― ― 261,891 170,742 129,930

 25 年度比 ― ― 100 65.2 49.6

（注）平成 24 年度の値は、平成 24 年 7月から 25 年 3月までの値であり、27 年度の値は、

27 年 4月から同年 11 月までの値となっている。 
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 当該市では、平成 25 年 4 月、水族館の集客力の維持と水族館効果を高

め、地域の活性化を図ることを目的として、当該水族館の利用促進連絡会

議（構成員：市観光振興課、各総合支所産業課、水族館指定管理者、地域

観光協会及び観光協会連絡協議会。オブザーバー：水族館プロデューサー）

を発足し、当該水族館の移転改築後においても引き続き、水族館プロデュ

ーサーから適宜、助言を受けながら、利用者数を確保するため、展示内容

の工夫や広報に取り組んでいるとしている。 

なお、平成 27 年 11 月、当該市のまちづくり協議会から当該市長に対し、

効果を持続させるため、次のような内容の答申書が提出されている。 

① 観光客入込数は前年度比で 16％減少となっており、今後は、当該水族

館の集客力を持続させるための魅力づくりや一度訪れた者に再び訪れて

もらえるような景観を含めた環境整備について、地域住民や関係機関と

一体となった取組を進めることが重要 

② 移転改築した当該水族館の集客効果を一過性にしないために、他自治

区の観光スポットと連携した取組を行うなど、関係団体等が連携しなが

ら、市が一体となって観光推進体制に取り組んでいくことにより、点か

ら線、更には面的な観光施策の展開を進めていくべき 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2-(5)-⑤ 地域再生計画に関するアンケート調査（平成 27 年 9 月 4 日内閣府地方
創生推進室）調査票（抜粋） 

（注）枠及び枠内のコメントは当省が付した。

目標を達成しなかった指標については、目標を達成するための対応策を本アン

ケートにより報告させている。 
しかし、継続的な効果測定を行うことの重要性や、データの把握時期、把

握した結果どうすべきかなど具体的な手順等を示していない。 
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表 2-(5)-⑥ 地域再生計画認定申請マニュアル（総論）（平成 27 年 9 月内閣府地方創

生推進室）（抜粋） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）枠及び枠内のコメントは当省が付した。 

 

計画期間終了後も計画で発現した効果が持続しているか把握するために、設定した

指標の値の推移を継続的に測定することの重要性について示されていない。 
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表2-(5)-⑦ 社会資本整備総合交付金に係る計画等について(平成27年4月9日付け

国官会第 102 号国土交通事務次官通知) （抜粋） 

 

（注）枠及び枠内のコメントは当省が付した。

事後評価時に今後の方針を検討し報告することとされている。 
しかし、継続的な効果測定を行うことの重要性や、データ把握時期、把握

した結果どうすべきかなど具体的な手順等を示していない。 

- 365 -



表2-(5)-⑧ まちづくり交付金評価の手引き 第3部事後評価の進め方2-2事業の成

果及び実施過程の検証（事後評価シートの作成を含む）（平成 20 年 8 月

国土交通省都市・地域整備局まちづくり推進課都市総合事業推進室）（抜

粋） 

○(1)成果の評価 
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まちづくり交付金の交付終了年度の最終日を評価基準日として評価を行い、未確定

の数値がある場合には、交付終了時の見込みの状況を推計して評価した上で、交付期

間が終了した翌年度に（翌年度に確定しない場合は、確定後速やかに）確定の数値を

求めるためにフォローアップを行うことになっているが、これは把握できなかったデ

ータを捕捉する性格のものである。 
このため、計画期間終了後に、計画で発現した効果が持続しているか把握するため

に測定するものとは異なる。 
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○(3)今後のまちづくり方策の作成 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事後評価時に効果を持続させるために行う方策や未達成の目標を達成するため

の改善策などを検討することとされている。 
しかし、継続的な効果測定を行うことの重要性や、データの把握時期、把

握した結果どうすべきかなど具体的な手順等を示していない。 
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（注）枠及び枠内のコメントは当省が付した。 

 

 

表 2-(5)-⑨ 中心市街地活性化基本計画フォローアップ実施マニュアル（平成 27 年

7 月内閣府地方創生推進室）（抜粋） 

表 2-(5)-⑨-ⅰ Ⅳ.最終フォローアップ４.最終フォローアップ報告書の記載例（抜

粋） 

（注）枠及び枠内のコメントは当省が付した。

事後評価時に「目標指標に関連する、計画終了後の取組や方針について」検討し報

告することとされている。 
しかし、継続的な効果測定を行うことの重要性や、データの把握時期、把握し

た結果どうすべきかなど具体的な手順等を示していない。 
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表2-(5)-⑨-ⅱ Ⅳ.最終フォローアップ2.最終フォローアップに係る留意点（抜粋） 

（注）枠及び枠内のコメントは当省が付した。 

 

中心市街地活性化基本計画の事後評価結果については、計画期間満了から 2 か月以

内に内閣府に提出することになっている。 
しかし、計画期間終了後も計画で発現した効果が持続しているか把握するために、

設定した指標の値の推移を継続的に測定することの重要性については示されていな

い。 
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表 2-(5)-⑩ 国土交通省がストック効果に着目した情報収集を行い、情報提供してい

る事例 

計画区分 都市再生整備計画 

計画期間 平成 16 年 4 月 1日～21 年 3 月 31 日 

目標（指標） 

の達成状況 
指標 基準値 目標値 評価値 達成状況

登閣者数（人/年） 199,230 219,000 287,091 ○ 
歩行者数（人/12H） 373 500 558 ○ 
人口（人） 30,413 30,700 31,198 ○ 

事例の内容 当該市では、「歩いて暮らせるまちづくり 歩いて巡るまち」を目標とし、

道路美装化、電線類地中化、景観助成等の事業を実施し、全ての指標につい

て目標値を達成している。 

当該市では、指標の一つである登閣者数について、計画期間終了後も引き

続き測定するとともに、当該計画の効果を持続させるために、民間企業との

タイアップによる観光宣伝や景観助成等の街並み環境整備の実施等を継続

的に行っている。 

さらに、継続的な効果測定の結果も踏まえ、観光客数の維持・向上や交通

対策、防災対策等の新たな課題に対応するため、平成 26 年度から実施して

いる次期計画では、観光交流センター、観光駐車場及び多目的広場の整備を

実施している。 

 

表 登閣者数の推移  

                   （単位：人） 

年度 平成 16年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 

登閣者数 189,686 222,434 220,193 247,874 287,091 

年度 平成 21年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 

登閣者数 330,573 392,895 422,996 440,993 439,508 
 

（注）国土交通省提出資料に基づき当省が作成した。 
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